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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第45期

第３四半期　　連
結累計期間

第46期
第３四半期　　連
結累計期間

第45期
第３四半期　　連
結会計期間

第46期
第３四半期　　連
結会計期間

第45期

会計期間

自  平成20年
    ４月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    10月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    10月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    ４月１日
至  平成21年
    ３月31日

売上高 (百万円) 33,172 39,820 8,654 11,784 53,250

経常利益 (百万円) 1,296 1,814 72 665 1,989

四半期(当期)純利益又
は四半期純損失（△）

(百万円) 639 1,208 △79 389 1,324

純資産額 (百万円) ― ― 28,075 28,429 27,770

総資産額 (百万円) ― ― 106,190 90,527 98,552

１株当たり純資産額 (円) ― ― 435.12 455.29 443.86

１株当たり四半期
(当期)純利益金額又は
四 半 期 純 損 失 金 額
（△）

(円) 10.43 19.72 △1.30 6.36 21.63

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 25.1 30.8 27.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △7,918 3,595 ― ― △2,976

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △99 1,230 ― ― △2,936

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 11,333 △8,800 ― ― 8,859

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 18,018 13,452 17,518

従業員数 (名) ― ― 535 490 504

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第45期第３四半期連結累計期間、第46期第３四半期連結累計期間、第46期第３四半期連結会計期間及び第45期

の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４　第45期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期

純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(名) 490

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　臨時従業員数については、臨時従業員の総数が従業員の100分の10未満であるため記載を省略しております。 

　

(2) 提出会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(名) 361

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　臨時従業員数については、臨時従業員の総数が従業員の100分の10未満であるため記載を省略しております。 
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注実績

　

事業の種類別セグメントの名称
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

建設事業 (百万円) 7,903 9,333

開発事業等 (百万円) 4,146 4,164

合計 (百万円) 12,050 13,497

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 売上実績

　

事業の種類別セグメントの名称
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間 
(自　平成21年10月１日 
　至　平成21年12月31日)

建設事業 (百万円) 6,365 9,432

開発事業等 (百万円) 2,289 2,352

合計 (百万円) 8,654 11,784

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　当連結企業集団では、生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

４　前第３四半期連結会計期間において売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割

合は、次のとおりであります。

三井不動産レジデンシャル㈱ 1,212百万円 14.0％

５　当第３四半期連結会計期間において売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はありません。

　

(3) 売上にかかる季節的変動について

当社グループの売上高は、通常の営業形態として工事の完成引渡しが第４四半期に集中しているため、

第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比べ、第４四半期連結会計期間

の売上高が多くなるといった季節的変動があります。
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なお、参考のため提出会社単独の事業の状況は次のとおりであります。

　①　受注高、売上高、繰越高及び施工高

　

期別 種類別
期首繰越高
(百万円)

期中受注高
(百万円)

計
(百万円)

期中売上高
(百万円)

期末繰越高

期中施工高
(百万円)手持高

(百万円)
うち施工高
（％、百万円)

前第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

建設事業

建築工事 25,47126,70851,54918,00733,54214.4 4,833 20,513

土木工事 265 4 269 77 19115.7 30 105

計 25,73626,08251,81918,08433,73414.4 4,863 20,619

開発事業等 15,24518,48833,73313,33520,398― ― ―

合計 40,98244,57085,55331,42054,132― 4,863 20,619

当第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

建設事業

建築工事 28,10525,38453,48922,76030,7286.0 1,833 22,053

土木工事 0 160 161 124 36 ― ― 124

計 28,10525,54453,65022,88530,7656.0 1,833 22,177

開発事業等 9,68510,20819,8936,36613,527― ― ―

合計 37,79135,75373,54429,25144,293― 1,833 22,177

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

建設事業

建築工事 25,47132,12657,59729,49228,1059.0 2,540 29,705

土木工事 265 101 366 365 083.0 0 364

計 25,73632,22757,96429,85828,1059.0 2,540 30,070

開発事業等 15,24511,69526,94017,2559,685― ― ―

合計 40,98243,92284,90447,11337,791― 2,540 30,070

(注) １　前期以前に契約した工事で契約の更改により請負金額に変更あるものについては、期中受注高にその増減額を

含めております。したがって、期中売上高にもかかる増減額が含まれております。 

２　期末繰越高の施工高は、未成工事支出金により、手持高の施工高を推定したものであります。 

３　建設事業における期中施工高は(期中売上高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高)に一致しております。

４　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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　②　受注高

期別 区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 合計(百万円)

前第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

建設事業

建築工事 1,269 3,557 4,826

土木工事 ― ― ―

計 1,269 3,557 4,826

開発事業等 ― 7,673 7,673

合計 1,269 11,230 12,499

当第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

建設事業

建築工事 286 7,779 8,066

土木工事 ― 95 95

計 286 7,875 8,162

開発事業等 ― 3,984 3,984

合計 286 11,860 12,146

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　③　売上高

期別 区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 合計(百万円)

前第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

建設事業

建築工事 36 5,262 5,298

土木工事 ― 77 77

計 36 5,340 5,376

開発事業等 ― 5,816 5,816

合計 36 11,156 11,192

当第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

建設事業

建築工事 2,208 3,973 6,182

土木工事 ― 117 117

計 2,208 4,090 6,299

開発事業等 ― 2,172 2,172

合計 2,208 6,263 8,472

(注) １　前第３四半期会計期間において売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合

は、次のとおりであります。

三井不動産レジデンシャル㈱ 1,212百万円 10.8％

新日本不動産㈱ 3,650百万円 32.6％

２　当第３四半期会計期間において売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はありません。

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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　④　手持高（平成21年12月31日現在）

区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

建設事業

建築工事 6,113 24,615 30,728

土木工事 ― 36 36

計 6,113 24,651 30,765

開発事業等 ― 13,527 13,527

合計 6,113 38,179 44,293

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　⑤　開発事業等販売実績

　

期別
不動産販売

賃貸・仲介手数料他(百万円) 合計(百万円)
数量(件) 金額(百万円)

前第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

79 5,686 129 5,816

当第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

65 1,921 251 2,172

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

　

(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間のわが国経済は、新興国市場の回復からアジア向け等輸出が増加するとと

もに、生産等の指標に持ち直しの動きが見られるものの、雇用情勢は依然として厳しく、また、政府がデフ

レ宣言をする等経済回復の見極めが難しい状況が続いております。

当社グループをとりまく事業環境におきましては、政権交代後の政府方針により公共事業が削減され

るものの、公立小中学校等の耐震化等当社グループの得意分野での需要は引き続き見込まれております。

また、民間の建設需要につきましては、マンション供給数の大幅な落ち込み等現状では低迷が続いており

ますが、住宅着工数は下げ止まりつつあり、今後の市況回復が期待される状況にあります。

このような環境の中、当社グループの当第３四半期連結会計期間の業績につきましては、売上高は前年

同四半期比36.2％増の117億84百万円、営業利益は前年同四半期比7億34百万円増の7億73百万円、経常利

益は前年同四半期比5億93百万円増の6億65百万円、四半期純利益は前年同四半期比4億69百万円増の3億

89百万円となりました。

なお、当社グループの売上高は、通常の営業形態として工事の完成引渡しが第４四半期に集中している
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ため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比べ、第４四半期連結会計

期間の売上高が多くなるといった季節的変動があります。

事業のセグメント別の状況は以下のとおりであります。

　

(建設事業)

建設事業は、民間市場は持ち直しの動きがみられるものの依然として低調に推移している中、官公庁入

札案件やＰＣ工法を活用した耐震工事に注力するとともに、資材調達方法の見直し等コスト削減に取組

んでまいりました結果、セグメント間の内部売上高を含む完成工事高は前年同四半期比48.7％増の94億

68百万円、営業利益は、前年同四半期比99.4％増の6億82百万円となりました。

　

(開発事業等)

開発事業等は、自社ブランドマンションの販売が好調に推移した結果、開発事業等売上高は前年同四半

期比2.7％増の23億52百万円、営業利益は、賃貸収入の増及び販管費の削減を進めた結果、前年同四半期比

4億72百万円増の2億90百万円となりました。

　なお、前年度より新規開発を抑制しておりましたが、マンション供給数の減少から一部市場では品薄感

もあり、新規販売物件にて即日完売した物件もあるなど回復の兆しがあるため、新規案件の開発を再開い

たしました。

 

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、借入金の返済等もあり、前年同四半期比

45億66百万円減少し、134億52百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は次の通りであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期比72億79百万円増加し、20億29百万円となりまし

た。この主な要因は売上債権の減少及び未成工事受入金等の増加によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期比39百万円増加し、マイナス42百万円となりまし

た。この主な要因は、貸付けによる支出によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期比120億70百万円減少し、マイナス44億11百万円

となりました。この主な要因は、借入金の返済によるものであります。

　

(3) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の財政状態は、資産合計は、前連結会計年度末に比べ80億25百万円減少

し、905億27百万円となりました。その主な要因は、借入金返済による現金預金の減少、販売用不動産の減

少及び未成工事支出金の減少によるものであります。

負債合計は、前連結会計年度末に比べ86億84百万円減少し、620億97百万円となりました。その主な要因

は、借入金の返済によるものであります。

また、純資産合計は、前連結会計年度末に比べ6億59百万円増加し、284億29万円となりました。その主な

要因は、利益剰余金の増加によるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題
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当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

特記事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

特記事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 61,360,72061,360,720
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株であります。

計 61,360,72061,360,720― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年12月31日 ― 61,360,720 ― 3,665 ― 3,421

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成21年９月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　 95,200

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

61,239,400
612,394 ―

単元未満株式
普通株式

26,120
― ―

発行済株式総数 61,360,720― ―

総株主の議決権 ― 612,394 ―

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が7,000株(議決権70個)含まれてお

ります。

　

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
新日本建設株式会社

千葉県千葉市美浜区
ひび野一丁目４番３

95,248 ― 95,248 0.2

計 ― 95,248 ― 95,248 0.2

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月 　10月 　11月 　12月

最高(円) 110 167 188 168 176 197 179 165 150

最低(円) 98 98 147 138 151 157 150 131 131

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 13,452 16,818

受取手形・完成工事未収入金等 15,266 16,567

販売用不動産 18,605 20,252

未成工事支出金 ※2
 2,144 3,492

開発事業等支出金 24,627 22,085

材料貯蔵品 64 65

繰延税金資産 164 511

その他 445 2,887

貸倒引当金 △25 △22

流動資産合計 74,745 82,658

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 8,479 8,494

減価償却累計額 △1,237 △839

建物・構築物（純額） 7,242 7,654

機械及び装置 74 74

減価償却累計額 △45 △41

機械及び装置（純額） 29 32

車両運搬具及び工具器具備品 268 271

減価償却累計額 △233 △238

車両運搬具及び工具器具備品（純額） 34 33

土地 6,589 6,592

その他 13 10

減価償却累計額 △4 △1

その他（純額） 9 8

有形固定資産合計 13,904 14,321

無形固定資産 349 464

投資その他の資産

投資有価証券 697 690

繰延税金資産 231 229

その他 623 225

貸倒引当金 △24 △37

投資その他の資産合計 1,528 1,108

固定資産合計 15,782 15,894

資産合計 90,527 98,552
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 16,353 16,052

短期借入金 ※1
 12,604

※1
 31,304

未払法人税等 264 75

未成工事受入金 2,561 2,099

開発事業等受入金 679 570

賞与引当金 103 214

完成工事補償引当金 50 59

工事損失引当金 ※2
 111 111

その他 1,138 2,413

流動負債合計 33,869 52,902

固定負債

長期借入金 27,263 16,966

退職給付引当金 412 372

役員退職慰労引当金 159 161

繰延税金負債 220 220

その他 172 158

固定負債合計 28,228 17,880

負債合計 62,097 70,782

純資産の部

株主資本

資本金 3,665 3,665

資本剰余金 3,421 3,421

利益剰余金 20,913 20,133

自己株式 △16 △16

株主資本合計 27,982 27,203

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 59 44

為替換算調整勘定 △148 △54

評価・換算差額等合計 △88 △9

少数株主持分 535 576

純資産合計 28,429 27,770

負債純資産合計 90,527 98,552
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高

完成工事高 23,177 32,931

開発事業等売上高 9,995 6,889

売上高合計 33,172 39,820

売上原価

完成工事原価 20,879 29,366

開発事業等売上原価 8,742 5,819

売上原価合計 29,621 35,186

売上総利益

完成工事総利益 2,297 3,565

開発事業等総利益 1,252 1,069

売上総利益合計 3,550 4,634

販売費及び一般管理費 ※1
 2,623

※1
 2,319

営業利益 926 2,315

営業外収益

受取利息 40 13

受取配当金 10 8

違約金収入 905 －

為替差益 10 －

その他 33 39

営業外収益合計 999 61

営業外費用

支払利息 455 457

為替差損 － 73

解約違約金 144 －

その他 29 32

営業外費用合計 629 563

経常利益 1,296 1,814

特別利益

固定資産売却益 － 0

特別利益合計 － 0

特別損失

固定資産除却損 12 －

投資有価証券評価損 － 21

たな卸資産評価損 66 －

その他 50 －

特別損失合計 129 21

税金等調整前四半期純利益 1,167 1,792

法人税、住民税及び事業税 357 249

法人税等調整額 178 334

法人税等合計 536 584

少数株主損失（△） △8 △0

四半期純利益 639 1,208
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高

完成工事高 6,365 9,432

開発事業等売上高 2,289 2,352

売上高合計 8,654 11,784

売上原価

完成工事原価 5,639 8,388

開発事業等売上原価 2,201 1,908

売上原価合計 7,841 10,296

売上総利益

完成工事総利益 725 1,044

開発事業等総利益 87 443

売上総利益合計 813 1,488

販売費及び一般管理費 ※1
 774

※1
 715

営業利益 39 773

営業外収益

受取利息 1 0

受取配当金 5 4

違約金収入 191 －

為替差益 △5 －

その他 9 27

営業外収益合計 203 32

営業外費用

支払利息 161 146

為替差損 － △22

解約違約金 － －

その他 8 15

営業外費用合計 169 139

経常利益 72 665

特別利益

貸倒引当金戻入額 △5 －

特別利益合計 △5 －

特別損失

固定資産除却損 12 －

その他 50 －

特別損失合計 62 －

税金等調整前四半期純利益 5 665

法人税、住民税及び事業税 120 124

法人税等調整額 △89 151

法人税等合計 30 276

少数株主利益 54 0

四半期純利益又は四半期純損失（△） △79 389
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,167 1,792

減価償却費 77 457

のれん償却額 109 109

貸倒引当金の増減額（△は減少） △15 △10

退職給付引当金の増減額（△は減少） 18 39

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5 △2

工事損失引当金の増減額（△は減少） 3 －

その他の引当金の増減額（△は減少） △203 △119

受取利息及び受取配当金 △50 △22

為替差損益（△は益） △10 73

支払利息 455 457

投資有価証券評価損益（△は益） － 21

固定資産売却損益（△は益） － △0

固定資産除却損 12 －

売上債権の増減額（△は増加） 740 1,313

たな卸資産の増減額（△は増加） △7,679 301

仕入債務の増減額（△は減少） △3,825 300

未成工事受入金等の増減額(△は減少) 2,716 571

その他 552 △1,571

小計 △5,926 3,711

利息及び配当金の受取額 49 209

利息の支払額 △387 △451

法人税等の還付額 － 213

法人税等の支払額 △1,654 △86

営業活動によるキャッシュ・フロー △7,918 3,595

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △50 －

定期預金の払戻による収入 － 300

有形固定資産の取得による支出 △10 △15

有形固定資産の売却による収入 － 4

投資有価証券の取得による支出 △32 △2

貸付けによる支出 － △40

貸付金の回収による収入 0 1,004

無形固定資産の取得による支出 △6 △18

投資活動によるキャッシュ・フロー △99 1,230

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 31,720 47,120

短期借入金の返済による支出 △27,520 △55,320

長期借入れによる収入 14,000 10,500

長期借入金の返済による支出 △6,619 △10,703

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △246 △393

その他 － △4

財務活動によるキャッシュ・フロー 11,333 △8,800

現金及び現金同等物に係る換算差額 △23 △92

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,293 △4,066

現金及び現金同等物の期首残高 14,724 17,518

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 18,018

※1
 13,452
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

会計処理基準に関する事項の変更

 
 
 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、特定の長期大

型工事(当社においては工期１年超かつ請負金額８億円以上及び、

連結子会社である㈱建研においては、工期１年以上かつ請負金額

３億円以上の工事)については工事進行基準を、その他の工事につ

いては工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関す

る会計基準」(企業会計基準第15号　平成19年12月27日)及び「工

事契約に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

18号　平成19年12月27日)を第１四半期連結会計期間より適用し、

第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第３四半期

連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認めら

れ、かつ、請負金額５千万円(連結子会社である㈱建研においては、

１千万円)以上の工事については工事進行基準(工事の進捗率の見

積は主として原価比例法に準じた方法)を、その他の工事について

は工事完成基準を適用しております。

　なお、平成21年３月31日以前に着手した工事契約のうち、特定の

長期大型工事(当社においては工期１年超かつ請負金額８億円以

上及び、連結子会社である㈱建研においては、工期１年以上かつ請

負金額３億円以上の工事)については工事進行基準を、その他の工

事については工事完成基準を引き続き適用しております。

　これにより、従来の方法によった場合と比べ、当第３四半期連結

累計期間の売上高は82億63百万円、営業利益、経常利益及び税金等

調整前四半期純利益は9億27百万円それぞれ増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響につきましては当該箇所に記

載しております。

 

　

【簡便な会計処理】

　

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１ たな卸資産の評価方法

 
　たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなも

のについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法に

よっております。

 

２ 固定資産の減価償却費の算定方法

 
　減価償却の方法として定率法を採用している固定資産の減価償

却費については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分

して算定する方法によっております。

 

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

【追加情報】

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　当社において、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行３行と貸出コミットメントライン契約を締

結しております。 

　当第３四半期連結会計期間末における貸出コミッ

トメントライン契約に係る借入未実行残高等は次の

とおりであります。

貸出コミットメントラインの総
額

5,000百万円

借入実行残高 ―

　　　　差引 5,000百万円

※１　当社において、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行３行と貸出コミットメントライン契約を締

結しております。

　当連結会計年度末における貸出コミットメントラ

イン契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであ

ります。

貸出コミットメントラインの総
額

5,000百万円

借入実行残高 1,000百万円

　　　　差引 4,000百万円

　

※２　損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と工

事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しており

ます。

　損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産のう

ち、工事損失引当金に対応する額は111百万円(うち、

未成工事支出金111百万円)であります。

※２　　　　　　　　　　　－

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

従業員給料手当 795百万円

賞与引当金繰入額 131百万円

広告宣伝費 462百万円

租税公課 179百万円

退職給付費用 53百万円

役員退職慰労引当金繰入額 5百万円

貸倒引当金繰入額 26百万円

のれん償却額 109百万円

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

従業員給料手当 644百万円

賞与引当金繰入額 126百万円

広告宣伝費 250百万円

租税公課 360百万円

退職給付費用 52百万円

役員退職慰労引当金繰入額 4百万円

貸倒引当金繰入額 3百万円

のれん償却額 109百万円

　２　当社グループの売上高は、通常の営業形態として工

事の完成引渡しが第４四半期に集中しているため、

第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期

間における売上高に比べ、第４四半期連結会計期間

の売上高が多くなるといった季節的変動がありま

す。

　２　同左
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第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

従業員給料手当 249百万円

賞与引当金繰入額 22百万円

広告宣伝費 120百万円

租税公課 44百万円

退職給付費用 15百万円

役員退職慰労引当金繰入額 1百万円

貸倒引当金繰入額 10百万円

のれん償却額 36百万円

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

従業員給料手当 208百万円

賞与引当金繰入額 43百万円

広告宣伝費 72百万円

租税公課 85百万円

退職給付費用 23百万円

役員退職慰労引当金繰入額 1百万円

貸倒引当金繰入額 △11百万円

のれん償却額 36百万円

　２　当社グループの売上高は、通常の営業形態として工

事の完成引渡しが第４四半期に集中しているため、

第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期

間における売上高に比べ、第４四半期連結会計期間

の売上高が多くなるといった季節的変動がありま

す。

　２　同左

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金預金勘定 18,318百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金
△300百万円

現金及び現金同等物 18,018百万円
 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金預金勘定 13,452百万円

現金及び現金同等物 13,452百万円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)及び

当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 61,360,720

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 95,248

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 245 ４ 平成21年３月31日 平成21年６月29日

平成21年10月30日
取締役会

普通株式 利益剰余金 183 ３ 平成21年９月30日 平成21年12月４日

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　
建設事業
(百万円)

開発事業等
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 6,365 2,289 8,654 ― 8,654

営業損益 342 △181 161 (122) 39

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

　
建設事業
(百万円)

開発事業等
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 9,468 2,352 11,820 (35) 11,784

営業利益 682 290 973 (200) 773

前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　
建設事業
(百万円)

開発事業等
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 23,177 9,995 33,172 ― 33,172

営業利益 1,130 161 1,292 (365) 926

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　
建設事業
(百万円)

開発事業等
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 32,966 6,889 39,856 (35) 39,820

営業利益 2,469 343 2,812 (497) 2,315

(注) １　事業区分の方法

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。

２　各事業区分に属する主要な内容

建設事業　　　建築・土木その他建設工事全般に関する事業

開発事業等　　不動産の売買及び不動産の賃貸に関する事業他

３　会計処理基準等の変更

前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、第１四半期連

結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号平成18年７月５日）を

適用しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、当第３四半期連結会計期間における「開発事

業等」の営業利益が72百万円減少し、当第３四半期連結累計期間における「開発事業等」の営業利

益が88百万円減少しております。

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間から「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」

を適用しております。これにより、従来の方法によった場合と比べ当第３四半期連結累計期間の建設

事業の売上高が82億63百万円、営業利益が9億27百万円それぞれ増加しております。
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)並びに

前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)及び

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメ

ント情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)並びに

前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)及び

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

当社及び連結子会社において海外売上がないため、該当事項はありません。 

　

(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

　該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 455円29銭
　

１株当たり純資産額 443円86銭
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間末

（平成21年12月31日)
前連結会計年度
（平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 28,429 27,770

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 27,893 27,193

純資産の部の合計額と１株当たり純資産額の算
定に用いられた普通株式に係る期末の純資産と
の差額（百万円）
(うち少数株主持分）

535
(535)

576
(576)

普通株式の発行済株式数（株） 61,360,720 61,360,720

普通株式の自己株式数（株） 95,248 94,824

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株
式の数(株)

61,265,472 61,265,896

　

２  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　金額

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 10円43銭
　

１株当たり四半期純利益金額 19円72銭
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 639 1,208

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 639 1,208

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 61,266,410 61,265,581
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第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額 1円30銭
　

１株当たり四半期純利益金額 6円36銭
　

(注) １　当第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

２　前第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益　　　　又は
四半期純損失（△）(百万円)

△79 389

普通株式に係る四半期純利益　　　　　　　　　又は四半
期純損失（△）(百万円)

△79 389

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 61,266,180 61,265,472

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

第46期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）中間配当については、平成21年10月30日開

催の取締役会において、平成21年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のと

おり中間配当を行うことを決議し、配当を行っております。

①　配当金の総額 183百万円

②　１株当たりの金額 3円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成21年12月４日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

新日本建設株式会社(E00221)

四半期報告書

27/29



独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月13日

新日本建設株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　渡　　邉　　宣　　昭　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　北　　川　　健　　二　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　小　　出　　健　　治　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新日

本建設株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新日本建設株式会社及び連結子会社の平成20

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第

１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月12日

新日本建設株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　渡　　邉　　宣　　昭　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　浅　　野　　俊　　治　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　小　　出　　健　　治　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新日

本建設株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新日本建設株式会社及び連結子会社の平成21

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第

１四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」を適用している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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